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第一部【企業情報】

　

第１【企業の概況】

 
１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第70期(2018年度)
第３四半期
連結累計期間

第71期(2019年度)
第３四半期
連結累計期間

第70期(2018年度)

会計期間
自　2018年４月１日
至　2018年12月31日

自　2019年４月１日
至　2019年12月31日

自　2018年４月１日
至　2019年３月31日

売上収益
(百万円)

522,366 479,698
681,025

(第３四半期連結会計期間) (178,848) (163,070)

税引前四半期(当期)利益
(百万円)

35,146 23,441
40,500

(第３四半期連結会計期間) (11,866) (8,366)

親会社株主に帰属する
四半期(当期)利益 (百万円)

26,031 17,021
28,723

(第３四半期連結会計期間) (9,618) (7,320)

親会社株主に帰属する
四半期(当期)包括利益 (百万円)

22,782 15,370
27,699

(第３四半期連結会計期間) (2,579) (14,648)

親会社株主持分 (百万円) 411,484 425,637 420,095

総資産額 (百万円) 710,314 716,356 708,659

基本的１株当たり四半期
(当期)利益 (円)

125.01 81.75
137.94

(第３四半期連結会計期間) (46.19) (35.16)

希薄化後１株当たり四半期
(当期)利益

(円) － － －

親会社株主持分比率 (％) 57.9 59.4 59.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 44,483 36,798 77,159

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △34,684 △37,465 △47,397

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,939 △21,914 △12,664

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 87,345 76,789 101,292
 

(注) １．当社は、国際財務報告基準(以下、IFRS)に基づいて連結財務諸表を作成している。
２．当社は、要約四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載
していない。

３．「売上収益」には、消費税及び地方消費税は含まれていない。
４．「希薄化後１株当たり四半期(当期)利益」については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 
２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。な

お、主要な関係会社における異動は、以下のとおりである。

（機能材料及び先端部品・システムセグメント）

当社は、2019年10月１日付で、当社の完全子会社である日立化成商事株式会社のすべての株式を第三者に譲渡

したため、同社を連結の範囲から除外した。

 
（先端部品・システムセグメント）

　　当社は、2019年４月２日付で、Apceth Biopharma GmbHの全持分を取得し、同社は当社の完全子会社となった。

また、当社は、2019年12月２日付で、Hitachi Chemical Gateway Battery (Thailand) Co., Ltd.を設立し、同

社は当社の連結子会社となった。

 
また、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更している。詳細は、「第４　経理の状況　１　要

約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記 ４．セグメント情報」に記載のとおりである。
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第２【事業の状況】

　

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績について、売上収益は、2019年４月２日付で実行した再生医療

等製品に関するM&Aでの新規連結効果があったが、半導体や自動車の市況低迷を背景とした、半導体用エポキシ封止

材や回路平坦化用研磨材料、粉末冶金製品、車両用電池等の減少により、4,797億円(前年同期比8.2％減)と前年同

期実績を下回った。利益については、継続的な原価低減が増益要因となったが、市況低迷を背景とした物量減によ

り、営業利益は216億円(前年同期比32.0％減)、税引前四半期利益は234億円(前年同期比33.3％減)、親会社株主に

帰属する四半期利益は170億円(前年同期比34.6％減)と、それぞれ前年同期実績を下回った。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前

年同期の数値を変更後のセグメントに組み替えた数値で比較している。

　　①　機能材料セグメント

 電子材料

半導体用エポキシ封止材及び半導体回路平坦化用研磨材料は、半導体市況が低迷したことにより、前年同期

実績を下回った。

半導体用ダイボンディング材料は、半導体市況の低迷による影響を受けたものの、一部顧客の需要が増加し

たことにより、前年同期実績を上回った。

ディスプレイ用回路接続フィルムは、粒子超分散配置型製品の売上が増加したものの、スマートフォン向け

の売上が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

タッチパネル周辺材料は、一部顧客の需要が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

粘着フィルムは、液晶ディスプレイ表面保護用フィルムの売上が減少したことにより、前年同期実績を　　

下回った。

　　　配線板材料

銅張積層板は、ICTインフラ向け基板の売上が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

感光性フィルムは、スマートフォン向けの売上が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

　　　電子部品

配線板は、産業機器向けの売上が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

この結果、当セグメントの売上収益は1,818億円(前年同期比7.2％減)、セグメント損益は236億円(同19.6％減)と

なった。

　　②　先端部品・システムセグメント

　　　モビリティ部材

樹脂成形品は、外装発泡技術を用いた製品等の受注獲得があったものの、中国や北米、日本での自動車市況

の低迷により、前年同期実績を下回った。

摩擦材は、銅含有量を極めて抑えた製品等の受注獲得があったものの、中国や北米、日本での自動車市況の

低迷により、前年同期実績並みとなった。

粉末冶金製品は、中国や北米、日本での自動車市況の低迷により、前年同期実績を下回った。

リチウムイオン電池用カーボン負極材は、環境対応自動車向けの売上が減少したことにより、前年同期実績

を下回った。

電気絶縁用ワニス及び機能性樹脂は、中国での自動車市況の低迷により、前年同期実績を下回った。

　　　蓄電デバイス・システム

車両用電池は、欧州や日本での自動車市況の低迷により、前年同期実績を下回った。

産業用電池・システムは、東南アジアでのフォークリフト向け電池の拡販が進んだものの、欧州でのICTイン

フラ向け電池の売上が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

キャパシタは、産業機器向けの売上が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

　　　ライフサイエンス関連製品

診断薬・装置は、日本の診断薬メーカーからの受託製造品が減少したことにより、前年同期実績を下回っ

た。
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再生医療等製品は、当年度第１四半期にドイツ連邦共和国のApceth Biopharma GmbHを連結子会社化したこと

により、前年同期実績を上回った。

この結果、当セグメントの売上収益は2,979億円(前年同期比8.8％減)、セグメント損益は△20億円(前年同期はセ

グメント損益24億円)となった。

 
 (2) 財政状態の状況

　　①　資産

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末から77億円増加し、7,164億円となった。

 流動資産は、現金及び現金同等物の減少等により、前連結会計年度末から155億円減少した。

　非流動資産は、IFRS第16号の適用によるリースの使用権資産を有形固定資産に計上したこと等により、前連結

会計年度末から232億円増加した。

　　②　負債

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末から20億円増加し、2,810億円となった。

　流動負債は、IFRS第16号の適用によるリース負債の増加等により、前連結会計年度末から１億円増加した。

　非流動負債は、IFRS第16号の適用によるリース負債の増加等により、前連結会計年度末から18億円増加した。

　　③　資本

当第３四半期連結会計期間末の資本合計は、四半期利益を計上したこと等により利益剰余金が増加したため、

前連結会計年度末から57億円増加し、4,353億円となった。

 
 (3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から245億円減少し、768億円と

なった。

　　①　営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、四半期利益の減少等から、前年同

期実績と比較して77億円少ない、368億円の収入となった。

　　②　投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社の取得による支出が増加し

たこと等から、前年同期実績と比較して28億円多い、375億円の支出となった。

　　③　財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、当期に短期借入金を返済したこと

等から、前年同期実績と比較して160億円多い、219億円の支出となった。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げ

る事項)は次のとおりである。

当社は、「材料技術」「プロセス技術」「評価技術」を基に多様な市場の全てのバリューチェーンにおいてイノ

ベーションを実現し、社会に新たな価値を提供することにより、適切な利益を獲得して事業の持続的成長を達成す

るとともに、ステークホルダーと協働することを通じ、企業価値の最大化を図ることを経営の基本方針としてい

る。

こうした方針の下、当社は、株式の上場を通じて、資本市場から事業の維持及び拡大に必要な資金を調達すると

ともに、親会社の(株)日立製作所による合理的なガバナンス機能を十分発揮させつつ株主の視点に立ったコーポ

レート・ガバナンスを確保すると同時に、上場会社として、全てのステークホルダーとのコミュニケーションを深

め、当社の強みを生かした自律性と緊張感のある経営を実践することが当社の企業価値向上に極めて重要であると

考えている。

一方、当社は、日立グループの一員として、経営情報の交換、研究開発、製品の供給等の事業活動において、

(株)日立製作所及びそのグループ会社との協力関係を維持、発展させ、日立グループのブランド力等の経営資源を

有効活用することも、当社の企業価値向上に資するものと認識している。

当社としては、親会社のみならず、全ての株主にとっての企業価値の最大化を常に念頭に置き、日立グループ会

社との関係においては事業運営及び取引の独立性を保つことを基本としつつ、経営計画の策定、ガバナンス体制の

確立等に取り組んでいる。
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(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費は243億円である。

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の状況の重要な変更は、次のとおりである。

2019年４月１日付で、事業戦略と開発戦略の方向性を合わせ、機動性や実行力を強化するため、全ての事業部門

の「新製品開発」に注力する部門が統括していた新製品の開発機能を各事業部門に移管した。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 208,364,913 208,364,913
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
ある。

計 208,364,913 208,364,913 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

― 208,364,913 ― 15,454,363 ― 32,861,522
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2019年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 146,600
 

― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 208,031,900
 

2,080,319 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 186,413
 

― ―

発行済株式総数 208,364,913 ― ―

総株主の議決権 ― 2,080,319 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2019年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日立化成(株)
東京都千代田区丸の内一
丁目９番２号

146,600 ― 146,600 0.07

計 ― 146,600 ― 146,600 0.07
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりである。

 
(1) 退任取締役

役職名 氏名 退任年月日

取締役
指名委員
監査委員
報酬委員

新宅祐太郎 2019年７月23日

 

 
(2) 役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役
指名委員
監査委員
報酬委員

取締役
監査委員

ジョージ・オルコット 2019年７月30日

 

 
(3) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　　　男性21名　女性2名（役員のうち女性の比率9％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、IAS第34号)に準拠して作成してい

る。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自　2019年10月１日　至　

2019年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)に係る要約四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

項目 注記
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部    

流動資産    

現金及び現金同等物  101,292 76,789

売上債権  139,579 144,465

棚卸資産  87,604 89,840

その他の金融資産 10 20,549 19,781

その他の流動資産  4,549 7,245

流動資産合計  353,573 338,120

    
非流動資産    
有形固定資産 ３ 221,729 239,934

無形資産  71,979 79,718

退職給付に係る資産  15,651 16,183

繰延税金資産  14,987 13,811

持分法で会計処理されている投資  6,990 6,707

その他の金融資産 10 16,545 17,012

その他の非流動資産  7,205 4,871

非流動資産合計  355,086 378,236

資産合計  708,659 716,356

    
負債の部    
流動負債    
買入債務  80,215 80,681

社債及び借入金 10 41,901 44,990

未払費用  28,991 22,146

未払法人所得税  4,747 3,639

リース負債 ３ 742 4,574

その他の金融負債 10 17,888 17,834

その他の流動負債  3,606 4,374

流動負債合計  178,090 178,238

    
非流動負債    
社債及び借入金 10 53,174 43,701

退職給付に係る負債  17,581 17,976

引当金  1,861 1,861

リース負債 ３ 1,925 15,268

その他の金融負債 10 17,992 14,833

その他の非流動負債  8,415 9,146

非流動負債合計  100,948 102,785

負債合計  279,038 281,023

    
資本の部    
資本金  15,454 15,454

資本剰余金  4,130 7,057

自己株式  △251 △263

利益剰余金 ３ 384,472 388,976

その他の包括利益累計額  16,290 14,413

親会社株主持分合計  420,095 425,637

非支配持分  9,526 9,696

資本合計  429,621 435,333

負債及び資本合計  708,659 716,356
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

項目 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
至　2019年12月31日)

売上収益 ５ 522,366 479,698

売上原価  △388,881 △360,381

売上総利益  133,485 119,317

販売費及び一般管理費  △94,210 △91,014

その他の収益  2,637 2,584

その他の費用 ８ △10,119 △9,254

営業利益  31,793 21,633

金融収益  1,814 943

金融費用  △1,258 △2,442

持分法による投資損益  2,797 3,307

税引前四半期利益  35,146 23,441

法人所得税費用  △8,473 △6,294

四半期利益  26,673 17,147

    

四半期利益の帰属    

親会社株主持分  26,031 17,021

非支配持分  642 126

    

親会社株主に帰属する１株当たり四半期利益(円)    

基本的１株当たり四半期利益 ９ 125.01 81.75

希薄化後１株当たり四半期利益  － －
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【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

項目 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2018年10月１日
至　2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2019年10月１日
至　2019年12月31日)

売上収益  178,848 163,070

売上原価  △132,670 △121,254

売上総利益  46,178 41,816

販売費及び一般管理費  △31,704 △30,403

その他の収益  1,045 1,402

その他の費用  ８ △4,252 △4,927

営業利益  11,267 7,888

金融収益  344 222

金融費用  △697 △824

持分法による投資損益  952 1,080

税引前四半期利益  11,866 8,366

法人所得税費用  △2,011 △965

四半期利益  9,855 7,401

    

四半期利益の帰属    

親会社株主持分  9,618 7,320

非支配持分  237 81

    

親会社株主に帰属する１株当たり四半期利益(円)    

基本的１株当たり四半期利益 　９ 46.19 35.16

希薄化後１株当たり四半期利益  － －
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

項目  
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
至　2019年12月31日)

四半期利益  26,673 17,147

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額  △904 2,092

確定給付制度の再測定  61 △2

合計  △843 2,090

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  △2,606 △3,380

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の
純変動額

 △230 △173

持分法によるその他の包括利益  282 △67

合計  △2,554 △3,620

その他の包括利益合計  △3,397 △1,530

四半期包括利益  23,276 15,617

    

四半期包括利益の帰属    

親会社株主持分  22,782 15,370

非支配持分  494 247
 

 

【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

項目  
前第３四半期連結会計期間
(自　2018年10月１日
至　2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2019年10月１日
至　2019年12月31日)

四半期利益  9,855 7,401

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額  △1,074 808

確定給付制度の再測定  79 －

合計  △995 808

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  △6,241 6,919

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の
純変動額

 △71 △133

持分法によるその他の包括利益  △126 99

合計  △6,438 6,885

その他の包括利益合計  △7,433 7,693

四半期包括利益  2,422 15,094

    

四半期包括利益の帰属    

親会社株主持分  2,579 14,648

非支配持分  △157 446
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)

(単位：百万円)

項目 注記

親会社株主持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の包括利益累計額

FVTOCIの
金融資産

確定給付制度の

再測定

期首残高  15,454 － △246 367,999 3,035 7,696

会計方針の変更による
累積的影響額     7   

会計方針の変更を反映した
当期首残高  15,454 － △246 368,006 3,035 7,696

四半期利益     26,031   

その他の包括利益      △904 62

四半期包括利益合計  － － － 26,031 △904 62

配当金 ７    △12,493   

自己株式の取得    △4    

自己株式の処分   0 0    

企業結合による変動        

非支配持分の取得        

利益剰余金から資本剰余金

への振替
       

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替     220 △220  

その他の増減 10  574     

所有者との取引額等合計  － 574 △4 △12,273 △220 －

四半期末残高  15,454 574 △250 381,764 1,911 7,758
 
 

 

項目 注記

親会社株主持分

非支配持分 資本合計
その他の包括利益累計額

合計在外営業活動体

の換算差額

キャッシュ・

フロー・ヘッジ
合計

期首残高  6,522 △77 17,176 400,383 8,676 409,059

会計方針の変更による
累積的影響額     7  7

会計方針の変更を反映した
当期首残高  6,522 △77 17,176 400,390 8,676 409,066

四半期利益     26,031 642 26,673

その他の包括利益  △2,176 △231 △3,249 △3,249 △148 △3,397

四半期包括利益合計  △2,176 △231 △3,249 22,782 494 23,276

配当金 ７    △12,493 △178 △12,671

自己株式の取得     △4  △4

自己株式の処分     0  0

企業結合による変動     － △57 △57

非支配持分の取得     －  －

利益剰余金から資本剰余金

への振替
    －  －

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替    △220 －  －

その他の増減 10  235 235 809 141 950

所有者との取引額等合計  － 235 15 △11,688 △94 △11,782

四半期末残高  4,346 △73 13,942 411,484 9,076 420,560
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当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

(単位：百万円)

項目 注記

親会社株主持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の包括利益累計額

FVTOCIの
金融資産

確定給付制度の

再測定

期首残高  15,454 4,130 △251 384,472 1,953 8,479

会計方針の変更による
累積的影響額

３    △301   

会計方針の変更を反映した
当期首残高  15,454 4,130 △251 384,171 1,953 8,479

四半期利益     17,021   

その他の包括利益      2,092 △2

四半期包括利益合計  － － － 17,021 2,092 △2

配当金 ７    △12,493   

自己株式の取得    △12    

自己株式の処分    0    

企業結合による変動        

非支配持分の取得        

利益剰余金から資本剰余金

への振替
       

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替     277 △299 22

その他の増減 10  2,927     

所有者との取引額等合計  － 2,927 △12 △12,216 △299 22

四半期末残高  15,454 7,057 △263 388,976 3,746 8,499
 
 

 

項目 注記

親会社株主持分

非支配持分 資本合計

その他の包括利益累計額

合計在外営業活動体

の換算差額

キャッシュ・

フロー・ヘッジ
合計

期首残高  5,867 △9 16,290 420,095 9,526 429,621

会計方針の変更による
累積的影響額

３    △301 △2 △303

会計方針の変更を反映した
当期首残高  5,867 △9 16,290 419,794 9,524 429,318

四半期利益     17,021 126 17,147

その他の包括利益  △3,588 △153 △1,651 △1,651 121 △1,530

四半期包括利益合計  △3,588 △153 △1,651 15,370 247 15,617

配当金 ７    △12,493 △293 △12,786

自己株式の取得     △12  △12

自己株式の処分     0  0

企業結合による変動     －  －

非支配持分の取得     －  －

利益剰余金から資本剰余金

への振替
    －  －

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替    △277 －  －

その他の増減 10  51 51 2,978 218 3,196

所有者との取引額等合計  － 51 △226 △9,527 △75 △9,602

四半期末残高  2,279 △111 14,413 425,637 9,696 435,333
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

項目 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
至　2019年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

四半期利益  26,673 17,147

減価償却費及び償却費  28,048 32,300

法人所得税費用  8,473 6,294

減損損失  3,199 3,303

受取利息及び受取配当金  △913 △943

支払利息  1,125 1,364

持分法による投資損益(△は益)  △2,797 △3,307

売上債権の増減額(△は増加)  3,744 △7,407

未収入金の増減額(△は増加)  △1,879 △2,280

棚卸資産の増減額(△は増加)  △6,387 △3,345

買入債務の増減額(△は減少)  △2,710 758

退職給付に係る資産及び負債の増減額  △444 △65

その他  △5,411 △2,146

小計  50,721 41,673

利息及び配当金の受取額  4,337 4,431

利息の支払額  △1,173 △1,429

法人所得税の支払額  △9,402 △7,877

営業活動によるキャッシュ・フロー  44,483 36,798

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △36,312 △30,766

有形固定資産の売却による収入  325 235

有価証券等の売却及び償還による収入  673 2,121

子会社の取得による支出 ６ － △9,236

子会社の売却による収入  － 1,219

有価証券等の取得による支出  △330 △480

その他  960 △558

投資活動によるキャッシュ・フロー  △34,684 △37,465

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  9,268 △5,040

長期借入れによる収入  1,320 1,031

長期借入金の返済による支出  △4,037 △1,886

リース負債の返済による支出  △382 △3,221

配当金の支払額  △12,493 △12,493

非支配持分株主への配当金の支払額  △178 △293

その他  563 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー  △5,939 △21,914

現金及び現金同等物に係る換算差額  △552 △1,922

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  3,308 △24,503

現金及び現金同等物の期首残高  84,037 101,292

現金及び現金同等物の期末残高  87,345 76,789
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

日立化成株式会社(以下、当社)は日本国に所在する株式会社であり、東京証券取引所に株式を上場している。

当社の本社及び主要な事業所の住所はホームページ(URL https://www.hitachi-chem.co.jp)で開示している。

　当社及び子会社(以下、当社グループ)の要約四半期連結財務諸表は2019年12月31日を期末日とし、当社グループ並

びにその関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されている。当社グループは、機能材料及び先端部品・

システムの製造・加工及び販売を主たる事業としている。

　

２．作成の基礎

(1) 準拠する会計基準

当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第１条の２

に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たしていることから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠

して要約四半期連結財務諸表を作成している。要約四半期連結財務諸表には年次連結財務諸表で要求されている情

報の全ては含まれておらず、利用に際しては前連結会計年度の連結財務諸表と併せて参照されることが望まれる。

 また、当要約四半期連結財務諸表は、2020年２月12日に当社執行役社長により承認されている。

 
(2) 見積り及び判断の利用

当社は、要約四半期連結財務諸表の作成に当たり、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす会計方針

の適用、判断、見積り及び仮定の設定を行っている。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しており、その見積りの変更による影響は、見積りを変更した会

計期間及びその影響を受ける将来の会計期間において認識される。また、実際の業績はこれらの見積りとは異なる

場合がある。

　当要約四半期連結財務諸表上で認識する金額に重要な影響を与える会計上の判断、見積り及び仮定に関する状況

は、原則として前連結会計年度の連結財務諸表と同様である。

 
(3) 表示方法の変更

(要約四半期連結財政状態計算書関係)

従来、「流動負債」及び「非流動負債」に表示していた「その他の金融負債」の「リース負債」は、IFRS第16号

の適用により金額的重要性が増したため、第１四半期連結累計期間より独立掲記している。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前連結会計年度の要約四半期連結財政状態計算書において、「流動負債」に表示していた「その他の

金融負債」18,630百万円は、「リース負債」742百万円、「その他の金融負債」17,888百万円として、「非流動負

債」に表示していた「その他の金融負債」19,917百万円は、「リース負債」1,925百万円、「その他の金融負債」

17,992百万円として組替えている。

 
(要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

従来、「その他」に表示していた「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「リース負債の返済による支出」

は、IFRS第16号の適用により金額的重要性が増したため、第１四半期連結累計期間より独立掲記している。この表

示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動による

キャッシュ・フロー」に表示していた「その他」181百万円は、「リース負債の返済による支出」△382百万円、

「その他」563百万円として組替えている。

 
３．重要な会計方針

当要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度の連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同一である。

（1）リース(借手)

 当社グループのリースは、主に不動産の賃借であり、原資産を使用する権利である使用権資産と、リース料

を支払う義務であるリース負債を認識し、リースに関する費用を使用権資産の減価償却費及びリース負債に係る

支払利息として認識している。なお、リース期間が12ヶ月以内である短期リースのリース料は、リース期間にわ

たって定額法により純損益として認識している。
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① 使用権資産

使用権資産の測定については原価モデルを採用し、リース開始日における取得原価から減価償却累計額及び減

損損失累計額を控除した価額をもって「有形固定資産」及び「無形資産」に含めて計上している。

取得原価には、リース負債の当初測定の金額、借手に発生した当初直接コスト等を含めている。各使用権資産

は、リース開始日から使用権資産の耐用年数の終了時またはリース期間の終了時のいずれか早い方までにわたっ

て、定額法で減価償却を行っている。

なお、耐用年数またはリース期間に変更があった場合は、会計上の見積りの変更として扱い、将来に向かって

適用している。

② リース負債

リース負債は、リース開始日現在で支払われていないリース料をリースの計算利子率または借手の追加借入利

子率を用いて割り引いた現在価値で測定している。リース期間中の各期間におけるリース負債に係る金利費用

は、リース負債の残高に対する毎期一定の率をリース期間にわたり純損益として認識し、要約四半期連結損益計

算書の「金融費用」に含まれる。

 
(会計方針の変更)

当社グループは、当連結会計年度の期首よりIFRS第16号「リース」を適用している。IFRS第16号は、リースの

認識、測定、表示及び開示の原則を定めており、借手は原則として全てのリースを連結財政状態計算書に認識す

る単一のモデルにより会計処理する基準書である。IFRS第16号の適用については、経過措置を適用し、適用開始

の累積的影響を当連結会計年度の利益剰余金期首残高の修正として認識する方法を採用する。

また、当社グループは、IFRS第16号の適用開始日において、過去にIAS第17号「リース」及びIFRIC第４号「契

約にリースが含まれているか否かの判断」を適用して判断した契約にリースが含まれているか否かについて、見

直しを要求されない実務上の便法を適用している。IAS第17号のもとでオペレーティング・リースに分類していた

リースにIFRS第16号を適用した際に、適用した主な実務上の便法は以下のとおりである。

・適用開始日から12ヶ月以内にリース期間が終了するリースについて、短期リースと同じ方法で会計処理

・延長または解約するオプションが含まれている契約のリース期間を算定する際に事後的判断を使用

 
当社グループのリースは、主に不動産の賃借であり、IFRS第16号の適用による当連結会計年度の期首における

要約四半期連結財政状態計算書に与える影響は、主に使用権資産を認識することによる資産の増加18,029百万

円、主にリース負債を認識することによる負債の増加18,332百万円及び利益剰余金期首残高の修正による資本の

減少303百万円であり、要約四半期連結損益計算書に与える影響は軽微である。なお、当連結会計年度の期首に要

約四半期連結財政状態計算書で認識されているリース負債に適用している借手の追加借入利子率の加重平均は

2.0％である。また、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書については、従来オペレーティング・リースの

リース料の支払が営業活動に関するキャッシュ・フローに含まれていたのに対し、IFRS第16号の適用により、主

に使用権資産の減価償却費に係る調整が営業活動に関するキャッシュ・フローに含まれ、リース負債の支払が財

務活動に関するキャッシュ・フローに含まれることにより、従来の会計基準を適用した場合と比較して、営業活

動に関するキャッシュ・フローが増加し、財務活動に関するキャッシュ・フローが減少する影響がある。

 
なお、IAS第17号に従い開示した2019年３月31日現在の解約不能オペレーティング・リースに基づく将来の最低

リース料支払予定額6,150百万円と当連結会計年度の期首において要約四半期連結財政状態計算書に認識したリー

ス負債18,380百万円との差額は12,230百万円である。当該差額の主な要因は、リース期間に含めた延長オプショ

ン及び解約オプションの対象期間の影響等による増加11,656百万円、IAS第17号のもとでファイナンス・リースに

分類されていたリース負債を含めたことによる増加2,667百万円及びその他の減少2,093百万円である。

 
(2) 法人所得税費用

　　当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率に基づき算定している。
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４．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績評価のために定期的に検討を行う対象としているものである。

当社グループは、注力事業領域に対応した組織体制の下で事業活動を展開し、報告セグメントとしては、情報通

信関連分野を中心とした「機能材料」と、モビリティ、エネルギー及びライフサイエンス関連分野を中心とした

「先端部品・システム」の２つに分類している。「機能材料」事業では、電子材料、配線板材料、電子部品等の製

造・販売を行っており、「先端部品・システム」事業では、モビリティ部材、蓄電デバイス・システム、ライフサ

イエンス関連製品等の製造・販売を行っている。

各セグメントに属する主要製品は、以下のとおりである。

 
セグメント 主要製品

機能材料

電子材料

　 半導体用エポキシ封止材、半導体用ダイボンディング材料、

　 半導体回路平坦化用研磨材料、ディスプレイ用回路接続フィルム、

　 タッチパネル周辺材料、粘着フィルム

 
配線板材料

　 銅張積層板、感光性フィルム

 
電子部品

  配線板

先端部品・システム

モビリティ部材

　 樹脂成形品、摩擦材、粉末冶金製品、

　 リチウムイオン電池用カーボン負極材、電気絶縁用ワニス、機能性樹脂

 
蓄電デバイス・システム

　 車両用電池、産業用電池・システム、キャパシタ

 
 ライフサイエンス関連製品

　 診断薬・装置、再生医療等製品
 

 

(報告セグメントの変更等に関する事項)

当社グループは、注力事業領域に対応した事業運営体制の構築を目的に、2019年４月１日付けで事業本部の組織

改正を実施した。これに伴い、第１四半期連結累計期間より、「機能材料」に含まれていた無機材料、一部の樹脂

材料は、「先端部品・システム」に区分を変更し、「先端部品・システム」に含まれていた電子部品は、「機能材

料」に区分を変更している。

前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分により作成したものを記載している。
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(2) 報告セグメントの売上収益及び損益の金額に関する情報

前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)

　  (単位：百万円)

項目

報告セグメント
調整額
（注）

合計
機能材料

先端部品・
システム

計

売上収益 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上収益 195,899 326,467 522,366 － 522,366

　セグメント間の売上収益 1,294 2,726 4,020 △4,020 －

合計 197,193 329,193 526,386 △4,020 522,366

セグメント損益 29,383 2,388 31,771 22 31,793

金融収益 － － － － 1,814

金融費用 － － － － △1,258

持分法による投資損益 － － － － 2,797

税引前四半期利益 － － － － 35,146
 

(注) セグメント損益の調整額は、セグメント間取引消去額である。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

　  (単位：百万円)

項目

報告セグメント
調整額
（注）

合計
機能材料

先端部品・
システム

計

売上収益 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上収益 181,821 297,877 479,698 － 479,698

　セグメント間の売上収益 908 1,194 2,102 △2,102 －

合計 182,729 299,071 481,800 △2,102 479,698

セグメント損益 23,635 △2,010 21,625 8 21,633

金融収益 － － － － 943

金融費用 － － － － △2,442

持分法による投資損益 － － － － 3,307

税引前四半期利益 － － － － 23,441
 

(注) セグメント損益の調整額は、セグメント間取引消去額である。
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５. 売上収益

　(1) 収益の分解

　当社グループの売上収益は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメントを主

要な製品別に分解した場合の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

項目

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日

 至　2018年12月31日)

(自　2019年４月１日

 至　2019年12月31日)

機能材料セグメント 　 　

　電子材料 76,185 71,631

　配線板材料  63,471 60,210

　電子部品 33,432 27,537

　その他 22,811 22,443

　小計 195,899 181,821

先端部品・システムセグメント 　  

　モビリティ部材  172,416 159,493

　蓄電デバイス・システム  135,957  119,988

　ライフサイエンス関連製品 15,774  17,601

　その他 2,320  795

　小計  326,467 297,877

合計  522,366 479,698
 

　(注)グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示している。

 
(報告セグメントの変更等に関する事項)

第１四半期連結累計期間より、報告セグメントに属する主要製品群の一部見直しを行っている。詳細は「第４　

経理の状況　１　要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　４．セグメント情報」の(報告セグメン

トの変更等に関する事項)に記載している。

また、前第３四半期連結累計期間の売上収益の分解は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを

記載している。
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６．企業結合

 前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

　前第３四半期連結累計期間において重要な企業結合はない。

 

 当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

(Apceth Biopharma GmbHの取得）

① 企業結合の概要

(a) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　Apceth Biopharma GmbH

事業の内容　　　　　再生医療等製品の受託製造

(b) 企業結合の主な理由

当社グループは、「2018中期経営計画」の中で、ライフサイエンス事業を将来の基盤事業へ育成することを

基本方針とし、①診断薬事業の事業基盤の確立、及び②再生医療事業の立ち上げを進めている。

今回のApceth Biopharma GmbHの持分取得により、同社の受託製造拠点や幅広い販売網を活用して、再生医療

事業のさらなる拡大を図るため。

(c) 取得日

2019年４月２日

(d) 取得企業が被取得企業の支配を獲得した方法

現金を対価とする持分の取得

(e) 結合後企業の名称

Apceth Biopharma GmbH

(f) 取得した議決権比率

取得日直前に保有していた議決権比率　　　 0.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　 100.0％

(g) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とする持分の取得により、当社がApceth Biopharma GmbHの議決権の過半数を取得したため。

 

② 取得の対価

 (単位：百万円)

項目 金額

現金及び現金同等物 9,463

合計 9,463
 

 

子会社の取得による支出は以下のとおりである。

 (単位：百万円)

項目 金額

現金及び現金同等物による取得の対価 9,463

取得した子会社の現金及び現金同等物 △227

子会社の取得による支出 9,236
 

 
③ 取得関連費用

企業結合に係る取得関連費用として、持分取得に係る業務委託費用等337百万円を前連結会計年度(2018年度)の

連結損益計算書及び当第３四半期連結累計期間(2019年度)の要約四半期連結損益計算書の「その他の費用」に計

上している。

 

④ 取得した資産及び引き受けた負債
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 (単位：百万円)

項目 金額

流動資産  

売上債権 309

その他 288

非流動資産  

有形固定資産 1,794

無形資産 3,501

その他 106

資産合計 5,998

流動負債  
　買入債務 111

　その他 458

非流動負債  
　リース負債 508

　繰延税金負債 1,045

負債合計 2,122

資本 3,876
 

 
⑤ 取得により生じたのれん

 (単位：百万円)

項目 金額

取得の対価 9,463

当社グループが取得した識別可能な純資産の公正価値 △3,876

取得により生じたのれん 5,587
 

 
のれんは、今後期待される将来の超過収益力から発生したものである。認識されたのれんのうち、税務上損金

算入が見込まれるものはない。

　なお、取得した資産及び引き受けた負債、並びにのれんは第１四半期連結累計期間において公正価値評価及び

取得原価の配分が完了していなかったため、暫定的な会計処理を行っていたが、第２四半期連結会計期間に確定

している。取得原価の配分を行ったことに伴い、支配獲得日におけるのれんの金額は2,436百万円減少している。

 
⑥ 当社グループへの業績に与える影響

被取得企業の取得日から2019年12月31日までの経営成績は重要性が乏しいため記載を省略している。

当企業結合が期首に行われたと仮定した場合の、当社グループの要約四半期連結損益計算書の売上収益及び四

半期利益への影響は、重要性が乏しいため記載を省略している。
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７．配当金

前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月22日
取締役会

普通株式 6,247 30 2018年３月31日 2018年５月24日 利益剰余金

2018年10月22日
取締役会

普通株式 6,247 30 2018年９月30日 2018年11月28日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当該第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当該第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

 該当事項なし

 
当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月31日
取締役会

普通株式 6,247 30 2019年３月31日 2019年６月４日 利益剰余金

2019年10月28日
取締役会

普通株式 6,247 30 2019年９月30日 2019年11月27日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当該第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当該第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

 該当事項なし
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８. 減損損失

前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)

　先端部品・システムセグメントにおいて、要約四半期連結損益計算書の「その他の費用」に2,309百万円の減損損失

を計上しており、損失を認識した資産はのれんである。原価の高騰に伴うビジネス環境悪化による Hitachi Chemical

Storage Battery (Thailand) Public Company Limitedの減損損失であり、回収可能価額は使用価値に基づき評価して

いる。使用価値は経営者により承認された事業計画を基礎とした税引前の将来キャッシュ・フローの見積額を、税引

前の加重平均資本コストを基に算定した割引率で現在価値に割り引いて算定している。事業計画は外部情報に基づき

過去の経験を反映したものであり、計画期間は５年としている。事業計画期間後のキャッシュ・フローは、資金生成

単位グループが属する市場の長期平均成長率の範囲内で見積った成長率を基に算定している。

なお、使用価値の算定にあたり、将来キャッシュ・フローを割引率12.6％で割り引いている。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント 用途 地域 種類 減損損失

先端部品・システム コンデンサの事業用資産(注) 日本

土地 1,148

建物及び構築物 469

機械装置、運搬具及び
工具器具備品

393

 

(注) 売却予定事業に係る資産について、回収可能価額を処分コスト控除後の公正価値に基づき評価し、当期において

発生した減損損失を連結損益計算書の「その他の費用」に計上している。処分コスト控除後の公正価値は、当該

事業に係る売却予定価額から事業譲渡に伴い発生する費用を控除したものから、固定資産に対応する金額を算出

している。なお、公正価値はレベル３に分類しており、主要な仮定は当該事業に係る売却予定価額である。

 

９．１株当たり四半期利益

１株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は以下のとおりである。

　項目
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
 至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
 至　2019年12月31日)

親会社株主に帰属する四半期利益 （百万円） 26,031 17,021

発行済普通株式の期中平均株式数 （千株） 208,223 208,220

基本的１株当たり四半期利益 （円） 125.01 81.75
 

(注) 希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

　項目
前第３四半期連結会計期間
(自　2018年10月１日
 至　2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2019年10月１日
 至　2019年12月31日)

親会社株主に帰属する四半期利益 （百万円） 9,618 7,320

発行済普通株式の期中平均株式数 （千株） 208,222 208,219

基本的１株当たり四半期利益 （円） 46.19 35.16
 

(注) 希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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10．金融商品の公正価値

(1) 帳簿価額及び公正価値

主な金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりである。

(単位：百万円)

項目　

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融負債 　 　 　 　

　社債及び借入金 95,075 95,732 88,691 89,164
 

 

(2) 公正価値の測定方法

公正価値の測定は当社の評価方針及び手続に従って行われており、金融商品の個々の資産性質、特徴並びにリス

クを最も適切に反映できる評価モデルを決定している。また、担当部署は公正価値の変動に影響を与え得る重要な

指標の推移を継続的に検証している。

短期間で決済される社債及び借入金の公正価値は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっている。

　決済までの期間が長期の借入金のうち変動金利のものはその金利が短期間で市場金利を反映すること、また、当

社グループの信用状態に大きな変動が生じていないことから、その公正価値は帳簿価額と近似していると考えられ

るため当該帳簿価額によっている。一方、固定金利のものは元利金の合計額を期末時点で新たに同様の借入を行っ

たと仮定した場合に想定される利率で割り引いた現在価値を公正価値としている。

　決済までの期間が長期の社債の公正価値については取引先金融機関から入手した評価価額によっている。

 上記以外の金融資産及び金融負債の公正価値は概ね帳簿価額と近似している。

　

(3) 公正価値のレベル別分類

公正価値のヒエラルキーは、その測定に使用する指標の観察可能性が高い順に以下の３つのレベルに区分してい

る。

　

レベル１

同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格により測定した公正価値

レベル２

レベル１以外の直接的又は間接的に観察可能な指標を使用して測定した公正価値

レベル３

観察可能でない指標を使用して測定した公正価値

　

公正価値の測定に複数の指標を使用している場合には、その測定において重要な指標のうち、最も観察可能性が

低いものに基づいて公正価値のレベルを決定している。公正価値のレベル間の振替は、各四半期の期首時点で発生

したものとして認識している。

　

　上場株式についてはその株価により公正価値を測定しており、公正価値レベル１に分類している。

　非上場株式については割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法及び純資産価値に基づく評価技法等を用い

て公正価値を測定しており、公正価値レベル３に分類している。

　債券については取引先金融機関から提出された評価価額により公正価値を測定しており、公正価値レベル３に分

類している。

　社債及び借入金については公正価値レベル２に分類している。

　デリバティブ取引については取引先金融機関から提出された評価価額により公正価値を測定しており、FVTPLの金

融資産又はFVTPLの金融負債として公正価値レベル２に分類している。
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経常的に公正価値により測定する金融商品は以下のとおりである。

　

前連結会計年度末(2019年３月31日)

    　(単位：百万円)

項目 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産 　 　 　 　

　その他の金融資産 　 　 　 　

　 デリバティブ － 133 － 133

　　有価証券等 7,170 227 6,282 13,679

負債 　 　 　 　

　その他の金融負債 　 　 　 　

　　デリバティブ － 88 － 88
 

　

当第３四半期連結会計期間(2019年12月31日)

    (単位：百万円)

項目 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産 　 　 　 　

　その他の金融資産 　 　 　 　

　　デリバティブ － 13 － 13

　　有価証券等 8,059 200 5,923 14,182

負債 　 　 　 　

　その他の金融負債 　 　 　 　

　　デリバティブ － 407 － 407
 

　

前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重要な振替は行わ

れていない。

 
公正価値レベル３に分類される経常的に公正価値により測定する金融商品の増減は以下のとおりである。

　

前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)

   (単位：百万円)

項目　 FVTPLの金融資産 FVTOCIの金融資産 合計

期首残高 1,350 4,937 6,287

純損益 95 － 95

その他の包括利益 － 261 261

購入 91 － 91

売却又は償還 △16 － △16

連結範囲の異動による変動 － － －

その他 △5 1 △4

四半期末残高 1,515 5,199 6,714
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当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

   (単位：百万円)

項目　 FVTPLの金融資産 FVTOCIの金融資産 合計

期首残高 1,469 4,813 6,282

純損益 △81 － △81

その他の包括利益 － 101 101

購入 301 － 301

売却又は償還 △24 △140 △164

連結範囲の異動による変動 △45 △466 △511

その他 △5 － △5

四半期末残高 1,615 4,308 5,923
 

　

上記の金融資産に係る純損益は要約四半期連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれており、そ

の他の包括利益は要約四半期連結包括利益計算書の「FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額」に含まれている。

当社は、子会社の非支配持分株主に対して当該非支配持分の売建プット・オプションを付与している。当該プッ

ト・オプションの対象となっている非支配持分は当該プット・オプションに係る金融負債に振り替え、非支配持分

と金融負債の差額は資本剰余金の増減として処理している。当該金融負債は公正価値により認識され、前連結会計

年度末及び当第３四半期連結会計期間末における金額は、それぞれ12,581百万円及び9,436百万円である。

当該金融負債の公正価値は将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算出しており、公正価値の変動額は

資本剰余金の増減額として認識することとしている。

当該金融負債の公正価値のヒエラルキーのレベルはレベル３である。

なお、当該金融負債は、上表に含んでいない。

 
11．偶発事象

当社及び一部の子会社は、米国等において、アルミ電解コンデンサ等の取引に関する独占禁止法違反を理由とする

損害賠償を求める民事訴訟が起こされている。これらの影響額は未確定である。

 
12．後発事象

 該当事項なし
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13．追加情報

 (公開買付け)

　当社は、2019年12月18日開催の取締役会において、HCホールディングス株式会社(以下「公開買付者」という。)に

よる当社の普通株式(以下「当社株式」という。)に対する公開買付け(以下「本公開買付け」という。)に関して、現

時点における当社の意見として、本公開買付けが開始された場合には、本公開買付けに賛同の意見を表明するととも

に、当社の株主に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をしたことを公表している。

　なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続きにより、当社株式全てを取得す

ることを企図していること、及び当社株式が上場廃止となる予定であることを前提としている。

 

(1) 公開買付者の概要

 名称 HCホールディングス株式会社

 所在地 東京都港区芝大門一丁目13番９号

 代表者の役職・氏名 代表取締役　和久津　英史

 事業内容

以下の事業を営むこと、並びに、以下の事業を営む会社の株式又は持分を所有する
ことにより、当該会社の事業活動の支配及び管理を行うこと
１. 電気絶縁材料及び電気機械器具の製造及び販売
２. 電子材料及び電子部品の製造及び販売
３. 電池、キャパシタ並びにそれらの応用製品の製造及び販売
４. 合成樹脂、その他有機化学製品及びそれらの応用加工製品、環境設備機器の製
　　造及び販売
５. 住宅機器及び建築材料の製造及び販売
６. 窯業製品、炭素製品、その他無機化学製品及びそれらの応用製品の製造及び販
　　売
７. 医薬品及び医療機器の製造及び販売
８. 粉末冶金、特殊金属及びそれらの応用製品の製造及び販売
９. 電気工事、電気通信工事、機械器具設置工事、土木工事、鋼構造物工事、その
　　他建設工事の設計、施工、監理及び請負
10. 前各号に関連する一切の事業

 資本金 １円(2020年２月12日現在)(注)

 設立年月日 2019年12月９日

 大株主及び持ち株比率
　　(2020年２月12日現在)

昭和電工株式会社　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100％

 当社と公開買付者の関係  

  資本関係 該当事項なし

  人的関係 該当事項なし

  取引関係
公開買付者の親会社である昭和電工株式会社は当社に対して、機能性化学品、セラ
ミックス製品、情報電子化学品の販売を行っている。また、昭和電工株式会社は当
社より、機材の購入や分析サービスの提供を受けている。

  関連当事者への該当状況 該当事項なし
 

 (注) 公開買付者は、本公開買付けに係る決済の開始日(以下「本決済開始日」という。)の前営業日又は２営業日前ま

でに、一定の条件が充足していることを前提条件に、株式会社みずほ銀行(以下「みずほ銀行」という。)からA

種優先株式の引受により1,850億円及び株式会社日本政策投資銀行からA種優先株式の引受により900億円を限度

として出資を受ける予定であり、また、本決済開始日の２営業日前又は３営業日前までに、みずほ銀行から昭和

電工株式会社(以下「昭和電工」という。)に対する2,950億円を限度とする融資の実行を条件として、昭和電工

から普通株式の引受により2,950億円を限度として、最大で総額5,700億円の出資を受ける予定であり、これらに

より公開買付者の資本金の額は最大5,700億円増加する予定とのことである。
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(2) 本公開買付けの概要

① 買付け等の期間及び公開買付開始公告日

   未定

(注) 公開買付者によれば、一定の前提条件が充足された場合(又は公開買付者により放棄された場合)に、速やか

に本公開買付を開始することを予定しており、公開買付者は、2020年２月頃には本公開買付を開始すること

を目指しているものの、国内外の競争当局における手続等に要する期間を正確に予想することは困難である

ため、スケジュールの詳細は未定とのことである。なお、公開買付期間は20営業日とする予定とのことであ

る。

 
② 買付け等の価格

　 普通株式１株につき、4,630円

 

③ 買付予定の株券等の数

買付予定数(注) 買付予定数の下限(注) 買付予定数の上限

208,218,230株 138,812,200株 －
 

(注) 2019年12月31日現在の発行済株式総数から、自己株式数を控除した株式数である。また、買付予定数の下限は当

該買付予定数に基づき算定している。
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２ 【その他】

 剰余金の配当

当社は、2019年10月28日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを次のとおり決議した。

 ① 配当金の総額          6,247百万円

 ② １株当たり配当額             30円

 ③ 基準日  　        2019年９月30日

 ④ 効力発生日      　 2019年11月27日

 
また、2019年12月18日開催の取締役会において、HCホールディングス株式会社による当社の普通株式に対する公

開買付けが開始される予定であることを踏まえて、2020年３月31日を基準日とする剰余金の配当を行わないことを

決議した。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項なし

　

EDINET提出書類

日立化成株式会社(E01013)

四半期報告書

32/33



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2020年２月12日

日立化成株式会社

執行役社長 丸山 寿 殿

ＥＹ新日本有限責任監査法人
 

 
 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾   﨑   隆   之 ㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 樫   山      豪 ㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立化成株式会

社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年12月

31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すな

わち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビュー

を行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、日立化成株式会社及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
強調事項
　要約四半期連結財務諸表注記13.追加情報に記載されているとおり、会社は、2019年12月18日開催の取締役会におい
て、HCホールディングス株式会社による会社の普通株式に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、会社の
株主に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議を行った。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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